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１．平成18年６月中間期の業績（平成18年１月１日～平成18年６月30日）

(1）経営成績 （注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

売上高 営業利益 経常利益

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

18年６月中間期 3,073,220 32.9 459,871 108.5 403,566 66.6

17年６月中間期 2,311,921 17.8 220,536 △31.9 242,282 △28.6

17年12月期 5,645,615 974,275 961,756

中間（当期）純利益
（△は純損失）

１株当たり中間
（当期）純利益

 （△は純損失）

千円 ％ 円 銭

18年６月中間期 △748,732 ― △8,884 71

17年６月中間期 109,311 △78.0 6,726 43

17年12月期 545,907 6,695 87

（注）①期中平均株式数 18年６月中間期 84,272株 17年６月中間期 16,251株 17年12月期 81,529株

②会計処理の方法の変更 無

③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率であります。

(2）配当状況

１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

円 銭 円 銭

18年６月中間期 ─ ─ 　　　　――――――

17年６月中間期 ─ ─ 　　　　――――――

17年12月期 　　　　―――――― 0 00

(3）財政状態 （注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

千円 千円 ％ 円 銭

18年６月中間期 12,526,693 6,902,082 55.1 79,477 13

17年６月中間期 2,990,820 1,220,587 40.8 74,608 06

17年12月期 11,498,507 2,140,251 18.6 26,164 44

（注）①期末発行済株式数 18年６月中間期 86,838株 17年６月中間期 16,360株 17年12月期 81,800株

②期末自己株式数 18年６月中間期 ―株 17年６月中間期 ─株 17年12月期 ―株

２．平成18年12月期の業績予想（平成18年１月１日～平成18年12月31日）

当社グループは、コンテンツ関連の新規性の強い事業を展開しており、環境の変化が激しいことなどの理由により、

四半期毎に実施する決算業績及び事業の概況のタイムリーな開示に努め、通期の業績見通しについては、当分の間開示

しない方針です。
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６．個別中間財務諸表等
(1) 中間貸借対照表

  
前中間会計期間末

（平成17年６月30日現在）
当中間会計期間末

（平成18年６月30日現在）
対前中
間期比

前事業年度
要約貸借対照表

（平成17年12月31日現在）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）            

Ⅰ　流動資産            

１．現金及び預金   886,252   4,932,584  4,046,332  1,025,151  

２．売掛金   465,835   993,220  527,384  796,177  

３．たな卸資産   5,355   32,954  27,599  9,087  

４．前払費用   164,314   232,971  68,656  272,969  

５．繰延税金資産   68,461   26,774  △41,686  20,127  

６．その他   44,654   17,599  △27,055  134,941  

流動資産合計   1,634,874 54.7  6,236,105 49.8 4,601,231  2,258,455 19.6

Ⅱ　固定資産            

１．有形固定資産            

(1）建物  ※１  62,822   58,607  △4,214  58,255  

(2）器具備品  ※１  34,832   27,321  △7,511  31,603  

有形固定資産合計   97,655 3.3  85,929 0.7 △11,726  89,858 0.8

２．無形固定資産            

(1）ソフトウェア   106,101   369,854  263,752  404,746  

(2）ソフトウェア
仮勘定

  560,000   1,197,078  637,078  565,483  

(3）その他   1,362   29,828  28,466  33,387  

無形固定資産合計   667,463 22.3  1,596,761 12.7 929,297  1,003,616 8.7

３．投資その他の資産            

(1）投資有価証券   200,000   3,610,310  3,410,310  7,014,585  

(2）関係会社株式   ─   280,194  280,194  752,017  

(3）破産更生債権
等

  ─   ─  ―  543  

(4）長期前払費用   172,239   288,107  115,867  238,446  

(5）その他   219,130   429,283  210,152  141,527  

貸倒引当金   △543   ―  543  △543  

投資その他の資産
合計

  590,826 19.7  4,607,896 36.8 4,017,069  8,146,576 70.9

固定資産合計   1,355,946 45.3  6,290,587 50.2 4,934,640  9,240,052 80.4

資産合計   2,990,820 100.0  12,526,693 100.0 9,535,872  11,498,507 100.0
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前中間会計期間末

（平成17年６月30日現在）
当中間会計期間末

（平成18年６月30日現在）
対前中
間期比

前事業年度
要約貸借対照表

（平成17年12月31日現在）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）            

Ⅰ　流動負債            

１．買掛金   208,279   313,461  105,181  324,329  

２．短期借入金   ─   2,500,000  ―  5,500,000  

３．１年以内返済予
定長期借入金

  193,750   700,000  506,250  581,250  

４．未払金   435,236   244,249  △190,986  455,488  

５．前受金   144,709   130,424  △14,284  144,158  

６．その他   62,008   273,974  211,966  307,864  

流動負債合計   1,043,982 34.9  4,405,340 33.2 3,361,357  7,313,090 63.6

Ⅱ　固定負債            

１．長期借入金   726,250   1,462,500  736,250  1,718,750  

２．繰延税金負債   ─   ─  ―  326,415  

固定負債合計   726,250 24.3  1,462,500 11.7 736,250  2,045,165 17.8

負債合計   1,770,232 59.2  5,624,610 44.9 3,854,377  9,358,255 81.4

（資本の部）            

Ⅰ　資本金   211,012 7.1  ― ― ―  211,012 1.8

Ⅱ　資本剰余金            

 １．資本準備金  203,700   ―    203,700   

 資本剰余金合計   203,700 6.8  ― ― ―  203,700 1.7

Ⅲ　利益剰余金            

 １．中間(当期)未処
分利益

 805,875   ―    1,242,472   

 利益剰余金合計   805,875 26.9  ― ― ―  1,242,472 10.8

 Ⅳ　その他有価証券評価
差額金

  ― ―  ― ― ―  483,067 4.2

 資本合計   1,220,587 40.8  ― ― ―  2,140,251 18.6

 負債及び資本合
計

  2,990,820 100.0  ― ― ―  11,498,507 100.0

（純資産の部）            

 Ⅰ　株主資本            

１．資本金   ― ―  4,225,132 33.7 ―  ― ―

２．資本剰余金            

（1）資本準備金  ―   4,217,820    ―   

資本剰余金合計   ― ―  4,217,820 33.7 ―  ― ―

３．利益剰余金            

 繰延利益剰余金  ―   493,739    ―   

利益剰余金合計   ― ―  493,739 3.9 ―  ― ―

 株主資本合計   ― ―  8,936,691 71.3 ―  ― ―
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前中間会計期間末

（平成17年６月30日現在）
当中間会計期間末

（平成18年６月30日現在）
対前中
間期比

前事業年度
要約貸借対照表

（平成17年12月31日現在）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

金額（千円）
構成比
（％）

 Ⅱ　評価・換算差額等            

 １．有価証券評価差額
金

  ― ―  △2,035,056 △16.2 ―  ― ―

 評価・換算差額等
合計

  ― ―  △2,035,056 △16.2 ―  ― ―

 Ⅲ　新株予約権   ― ―  448 0.0 ―  ― ―

純資産合計   ― ―  6,902,082 55.1 ―  ― ―

負債純資産合計   ― ―  12,526,693 100.0 ―  ― ―
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(2) 中間損益計算書

  
前中間会計期間

（自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日）

対前中
間期比

前事業年度要約損益計算書
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   2,311,921 100.0  3,073,220 100.0 761,298  5,645,615 100.0

Ⅱ　売上原価   1,172,540 50.7  1,344,231 43.7 171,691  2,492,624 44.2

売上総利益   1,139,381 49.3  1,728,988 56.3 589,606  3,152,991 55.8

Ⅲ　販売費及び一般管理
費

  918,845 39.8  1,269,116 41.3 350,271  2,178,715 38.5

営業利益   220,536 9.5  459,871 15.0 239,335  974,275 17.3

Ⅳ　営業外収益  ※１  32,241 1.4  56,838 1.8 24,596  68,822 1.2

Ⅴ　営業外費用  ※２  10,495 0.4  113,143 3.7 102,647  81,342 1.4

経常利益   242,282 10.5  403,566 13.1 161,284  961,756 17.0

Ⅵ　特別利益  ※３  233 0.0  93 0.0 △139  233 0.0

Ⅶ　特別損失  ※４  45,528 2.0  1,281,839 41.7 1,236,310  45,528 0.8

税引前中間（当
期）純利益又は純
損失（△）

  196,986 8.5  △878,180 △28.6 △1,075,166  916,460 16.2

法人税、住民税及
び事業税

 1,145   153,393   152,248 229,668   

法人税等調整額  86,529 87,674 3.8 △282,841 △129,447 △4.2 △238,085 140,884 370,553 6.5

中間（当期）純利
益又は純損失
（△）

  109,311 4.7  △748,732 △24.4 △858,043  545,907 9.7

－ 5 －



  (3) 中間株主資本等変動計算書

 　当中間会計期間（自平成18年1月1日 至平成18年6月30日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  

 株主資本

 

資本金 

 資本剰余金  利益剰余金

 株主資本合計 
資本準備金 資本剰余金合計 

その他利益剰余金
利益剰余金合計 

  繰越利益剰余金

 平成17年12月31日残高

（千円）
211,012 203,700 203,700 1,242,472 1,242,472 1,657,184

中間会計期間中の変動

額
      

新株の発行

(千円)
4,014,120 4,014,120 4,014,120   8,028,240

中間純利益

(千円)
   △748,732 △748,732 △748,732

株主資本以外の項

目の中間会計期間

中の変動額 

        (千円)

      

中間会計期間中の変動

額合計(千円)
4,014,120 4,014,120 4,014,120 △748,732 △748,732 7,279,507

平成18年6月30日残高

(千円)
4,225,132 4,217,820 4,217,820 493,739 493,739 8,936,691

 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計

 その他有価証券評価差額金　 評価・換算差額等合計 

 平成17年12月31日残高（千円） 483,067 483,067 2,016 2,142,267

中間会計期間中の変動額     

新株の発行(千円)   △1,568 8,026,672

中間純利益(千円)    △748,732

株主資本以外の項目の中

間会計期間中の変動額(千

円)

△2,518,124 △2,518,124  △2,518,124

中間会計期間中の変動額合計(千

円)
△2,518,124 △2,518,124 △1,568 4,759,814

平成18年6月30日残高(千円) △2,035,056 △2,035,056 448 6,902,082
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(4）中間キャッシュ・フロー計算書

  
前中間会計期間

（自　平成17年１月１日

至　平成17年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前中間純利益  196,986

減価償却費  18,991

移転関連費用  19,230

貸倒引当金戻入  △233

受取利息  △3

支払利息  10,495

売上債権の増減額（△増加）  13,644

たな卸資産の増減額（△増加）  △1,191

仕入債務の増減額（△減少）  △1,154

未払金の増減額（△減少）  32,192

未払消費税等の増減額（△減少）  △13,928

その他流動資産の増減額（△増加）  22,640

その他流動負債の増減額（△減少）  △31,513

小計  266,156

利息の受取額  3

利息の支払額  △10,699

法人税等の支払額  △2,289

営業活動によるキャッシュ・フロー  253,171

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出  △90,596

無形固定資産の取得による支出  △187,987

長期前払費用の増加による支出  △127,000

出資金の払込による支出  △75,600

敷金保証金の差入による支出  △125,261

 敷金保証金の戻入による収入  20,119

投資活動によるキャッシュ・フロー  △586,325

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出  △75,000

株式発行による収入  331,200

財務活動によるキャッシュ・フロー  256,200

Ⅳ　現金及び現金同等物の増減額（△減少）  △76,954

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高  963,206

Ⅵ　現金及び現金同等物の中間期末残高 ※１ 886,252
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

 
前中間会計期間

（自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日）

前事業年度
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

１．資産の評価基準及び評価

方法

(1）有価証券

その他有価証券

時価のないもの

移動平均法による原価法

(1）有価証券

その他有価証券

時価のないもの

同左

(1）有価証券

その他有価証券

時価のないもの

同左

    

 (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 (2）たな卸資産

 商品

個別法による原価法

商品

同左

商品

同左

 貯蔵品

個別法による原価法

貯蔵品

同左

貯蔵品

同左

    

２．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

　定率法によっております。

　なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物　　　　　２～15年

器具備品　　　４～６年

　なお、建物の一部については、

平成17年５月の本社移転に伴い耐

用年数見直しを行ったことによる

臨時償却を実施しております。

(1）有形固定資産

　定率法によっております。

　なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物　　　　　２～15年

器具備品　　　４～６年

 

(1）有形固定資産

　定率法によっております。

　なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物　　　　　　　15年

器具備品　　　４～６年

    

 (2）無形固定資産

　定額法によっております。

　なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可

能期間（５年）に基づいておりま

す。

(2）無形固定資産

同左

 

(2）無形固定資産

同左

    

３．引当金の計上基準 貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。

貸倒引当金

同左

貸倒引当金

同左

    

４．リース取引の処理方法 　 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっており

ます。

同左 同左
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前中間会計期間

（自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日）

前事業年度
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

５．ヘッジ会計の方法 ①　ヘッジ会計の方法

　金利スワップについては、特例

処理の要件を満たしておりますの

で、特例処理を採用しております。

①　ヘッジ会計の方法

同左

①　ヘッジ会計の方法

同左

 ②　ヘッジ手段とヘッジ対象 ②　ヘッジ手段とヘッジ対象 ②　ヘッジ手段とヘッジ対象

 （ヘッジ手段）（ヘッジ対象）

金利スワップ 借入金利息

同左 同左

 ③　ヘッジ方針

　金利の市場変動によるリスクを

回避するためにデリバティブ取引

を利用しており、投機目的のもの

はありません。

③　ヘッジ方針

同左

③　ヘッジ方針

同左

 ④　ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ手段及びヘッジ対象に関

する重要な条件が同一であり、金

利スワップの特例処理の要件を満

たしているため、ヘッジ有効性の

判定は省略しております。

④　ヘッジ有効性評価の方法

同左

④　ヘッジ有効性評価の方法

同左

    

６．中間キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

　手許現金、随時引き出し可能な預

金からなっております。

───── ─────

    

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項

消費税及び地方消費税の会計処理

　税抜方式によっております。

消費税及び地方消費税の会計処理

　税抜方式によっております。

消費税及び地方消費税の会計処理

　税抜方式によっております。
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末
（平成17年６月30日現在）

当中間会計期間末
（平成18年６月30日現在）

前事業年度末
（平成17年12月31日現在）

※１　有形固定資産の減価償却累計額 ※１　有形固定資産の減価償却累計額 ※１　有形固定資産の減価償却累計額

建物 1,734千円

器具備品 2,676千円

計 4,410千円

建物 10,748千円

器具備品 14,654千円

計 25,402千円

建物 6,301千円

器具備品 9,281千円

計 15,582千円

   

※２　消費税等の取扱い

　仮払消費税等及び仮受消費税等は、

相殺の上、金額的に重要性が乏しいた

め、流動負債の「その他」に含めて表

示しております。

※２　消費税等の取扱い

同左

※２　消費税等の取扱い

同左

   

※３　貸出コミットメント

　当社は、運転資金の効率的な調達を

行うため、取引銀行４行と貸出コミッ

トメント契約を締結しております。こ

れらの契約に基づく借入未実行残高は

次のとおりであります。

貸出コミット

メントの総額
 2,000,000千円

借入実行残高 320,000千円

差引額 1,680,000千円

※３　貸出コミットメント

　当社は、運転資金の効率的な調達を

行うため、取引銀行４行と貸出コミッ

トメント契約を締結しております。こ

れらの契約に基づく借入未実行残高は

次のとおりであります。

貸出コミット

メントの総額
2,000,000千円

借入実行残高 150,000千円

差引額 1,850,000千円

※３　貸出コミットメント

　当社は、運転資金の効率的な調達を

行うため、取引銀行４行と貸出コミッ

トメント契約を締結しております。こ

れらの契約に基づく借入未実行残高は

次のとおりであります。

貸出コミット

メントの総額
2,000,000千円

借入実行残高 1,850,000千円

差引額 150,000千円
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（中間損益計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日）

前事業年度
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

※１　営業外収益のうち主要なもの ※１　営業外収益のうち主要なもの ※１　営業外収益のうち主要なもの

受取利息 3千円

受取奨励金 29,387千円

受取協賛金 315千円

受取利息 4千円

受取奨励金 27,284千円

受取協賛金 2,436千円

受取利息 260千円

受取奨励金 56,903千円

受取協賛金 1,747千円

   

※２　営業外費用のうち主要なもの ※２　営業外費用のうち主要なもの ※２　営業外費用のうち主要なもの

支払利息 10,495千円 支払利息 46,831千円 支払利息 55,214千円

支払保証料 25,643千円

   

※３　特別利益のうち主要なもの ※３　特別利益のうち主要なもの ※３　特別利益のうち主要なもの

 貸倒引当金戻入 233千円  貸倒引当金戻入 93千円  貸倒引当金戻入 233千円

   

※４　特別損失のうち主要なもの ※４　特別損失のうち主要なもの ※４　特別損失のうち主要なもの

移転関連費用 45,528千円

 本社移転関連費用は、平成17年5月

の本社移転に関連した旧社屋建物の

耐用年数見直しに伴う臨時償却費、

原状回復費及び新社屋に関する賃貸

借契約締結に伴う仲介手数料、引越

費用等であります。

関係会社株式評価損 1,281,839千円

　　　　　

移転関連費用 45,528千円

 本社移転関連費用は、平成17年5月

の本社移転に関連した旧社屋建物の

耐用年数見直しに伴う臨時償却費、

原状回復費及び新社屋に関する賃貸

借契約締結に伴う仲介手数料、引越

費用等であります。

   

※５　減価償却実施額 ※５　減価償却実施額 ※５　減価償却実施額

有形固定資産 5,047千円

無形固定資産 13,943千円

有形固定資産 9,819千円

無形固定資産 19,919千円

有形固定資産 24,450千円

無形固定資産 61,020千円

（中間キャッシュ・フロー計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日）

※１　現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係

（平成17年６月30日現在）

現金及び預金勘定 886,252千円

現金及び現金同等物 886,252千円
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①　リース取引

前中間会計期間
（自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日）

前事業年度
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額
相当額
（千円）

中間期末
残高
相当額
（千円）

器具備品 408,372 113,930 294,442

合計 408,372 113,930 294,442

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額
相当額
（千円）

中間期末
残高
相当額
（千円）

器具備品 525,583 248,296 277,286

ソフトウェア 28,572 1,171 27,400

合計 554,155 249,468 304,687

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額
相当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

器具備品 471,988 184,496 287,491

合計 471,988 184,496 287,491

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額

１年内 119,805千円

１年超 180,098千円

合計 299,904千円

１年内 186,361千円

１年超 125,080千円

合計 311,441千円

１年内 143,812千円

１年超 150,497千円

合計 294,309千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額

支払リース料 52,803千円

減価償却費相当額 47,941千円

支払利息相当額 6,378千円

支払リース料 82,236千円

減価償却費相当額 75,603千円

支払利息相当額 6,568千円

支払リース料 129,581千円

減価償却費相当額 118,508千円

支払利息相当額 13,945千円

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(5）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ております。

(5）利息相当額の算定方法

同左

(5）利息相当額の算定方法

同左

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料

１年内 765千円

１年超 ─千円

合計 765千円

１年内 75,190千円

１年超 ―千円

合計 75,190千円

１年内 193千円

１年超 ─千円

合計 193千円
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②　有価証券

前中間会計期間末（平成17年６月30日現在）

　時価評価されていない主な有価証券

区分
中間貸借対照表計上額

（千円）

その他有価証券  

非上場株式 200,000

計 200,000

当中間会計期間末（平成18年６月30日現在）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

前会計年度末（平成17年12月31日現在）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

－ 13 －



③　デリバティブ取引

前中間会計期間（自　平成17年１月１日　至　平成17年6月30日）

　当社はヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引以外に開示対象となるデリバティブ取引を利用してい

ないため、該当事項はありません。

 当中間会計期間（自　平成18年１月１日　至　平成18年6月30日）

　当社はヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引以外に開示対象となるデリバティブ取引を利用してい

ないため、該当事項はありません。

 前会計期間（自　平成17年１月１日　至　平成17年12月31日）

　当社はヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引以外に開示対象となるデリバティブ取引を利用してい

ないため、該当事項はありません。

　　④　ストック・オプション等

 当中間会計期間　（自　平成18年１月１日　至　平成18年６月30日）

 ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を諸略している。

　　⑤　継続企業の前提

 該当事項はありません。

⑥　持分法損益等

前中間会計期間（自　平成17年１月１日　至　平成17年６月30日）

関連会社が存在しないため、該当事項はありません。

 

当中間会計期間（自　平成18年１月１日　至　平成18年６月30日）

関連会社が存在しないため、該当事項はありません。

 

前会計期間（自　平成17年１月１日　至　平成17年12月31日）

　関連会社が存在しないため、該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

前中間会計期間

（自　平成17年１月１日

至　平成17年６月30日）

当中間会計期間

（自　平成18年１月１日

至　平成18年６月30日）

前事業年度

（自　平成17年１月１日

至　平成17年12月31日）

１株当たり純資産額 74,608円 6銭

１株当たり中間純利益金額 6,726円43銭

潜在株式調整後１株当たり

中間純利益
6,503円53銭

１株当たり純資産額 79,477円13銭

１株当たり中間純損失金額 8,884円71銭

１株当たり純資産額 26,164円44銭

１株当たり当期純利益金額 6,695円87銭

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益
6,411円88銭

 　なお、潜在株式調整後１株当たり中間

純利益金額については、潜在株式は存在

するものの１株当たり中間純損失である

ため記載しておりません。

当社は、平成17年10月20日付で株式１株に

つき５株の株式分割を行っております。

なお、当該株式分割が前期首に行われたと

仮定した場合の前事業年度における１株当た

り情報については、以下のとおりとなります。

１株当たり純資産額 9,714円52銭

１株当たり当期純利益 6,718円83銭

　（注）１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は以

下のとおりであります。

項目

前中間会計期間

(自　平成17年１月１日

至　平成17年６月30日)

当中間会計期間

(自　平成18年１月１日

至　平成18年６月30日)

前事業年度

(自　平成17年１月１日

至　平成17年12月31日)

１株当たり中間（当期）純利益    

中間損益計算書（損益計算書）上の中間（当期）純利益

（千円）
109,311 △748,732 545,907

普通株式に係る中間（当期）純利益（千円） 109,311 △748,732 545,907

普通株主に帰属しない金額（千円） ─ ─ ─

普通株式の期中平均株式数（株） 16,251 84,272 81,529

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益    

中間（当期）純利益調整額（千円） ─ ― ─

普通株式増加数（株） 557 ― 3,611

（うち新株予約権（株）） (557) ― (3,611)
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